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意見書

平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１５号で公告された電気通信事業法施行規則の一部改正案ついての意見書

まず、電気通信事業法施行規則の一部改正におきまして、意見を申し述べる機会を与えられたことを、感謝いたします。

1.  電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案の概要 ３　改正内容について

(1) コロケーションに関する手続（次の手続を含む。）　　　　　　　　　　(電気通信事業法施行規則(以下「施行規則」という。)第２３条の４第３項第２号イ)について

指定電気通信事業者と競合する各社のコロケーション手続き自体が、煩雑を極め、また、今回設ける手続きでは公正な競争条件は、第三者の介入なしには実現することは難しいのではないか。米国では各州の公益委員会が、コロケーションコストの算定等の個別の交渉について、公益的見地から裁定を行っている。今回の法改正だけでは公正な競争環境の実現は難しいのではないか。現在利害の対立する事業者同士の紛争解決手段は、大臣裁定の申請だけであるが、今回の法改正の結果大臣裁定の申請が多発することになるのではないか?

DSLは、電話設備を使用する公共性の高いサービスであり、第三者の仲介機関を設けることなしに、公正な競争条件を確保することはできないのではないか? サービスの貿易の自由化協定第四議定書では、セーフガード措置の履行を求めているが、今回の答申内容では、独占禁止法、公正取引委員会告示、不公正な取引方法に基づいたセーフガード措置は盛り込まれていない。

(3) 他事業者のコロケーション設備について東・西ＮＴＴが工事・保守を請け負う場合に他事業者が負担すべき金額（施行規則第２３条の４第３項第２号ホ）について

一般に、他事業者が子ロケーション設備について、指定電気通信事業者が工事・保守を請け負う場合に、指定電気通信事業者のそれにかかる利益分にかかる税金を請求しているが、所得にかかる税まで請求するということは、税法上いかがなものか?

また、コロケーション設備にかかる配線は、指定電気通信事業者における宅内配線に該当するものであり、個別の事業者ごとに、指定電気通信事業者宅の宅内工事を課するのは公正な競争条件の整備という見地からいかがなものだろうか。例をとってみれば集合住宅における宅内配線を単独で工事すれば莫大な金額がかかるが、宅内配線使用料を支払う形で、スケールのメリットを利かせる形で、十分な減価償却期間の設定により月100円程度でも、誰も損しないで現実的なコストを算出することができる。指定電気通信事業者は、通信事業者を名乗る以上、通信事業者宅の宅内配線については、相互接続点を宅内のMDFから離れた場所に設定するような不当競争行為を行うことを許すべきではなく、また、指定電気通信事業者の宅内配線を持って反競争行為は、規制するべきである。 十分な数の容量を持ったメタリックケーブルと、光ファイバーケーブルを配線し、個別の事業者に貸し出せばすむことではないか?

４　根拠となる法律の条文について

サービスの貿易の自由化協定第四議定書は日本国が批准した条約文書であり、放棄に優先するべきである。

考え方４９について

指定電気通信事業者は、指定電気通信事業者の宅内設備の工事に着いて、資格制度を設けており、その資格のある業者以外は宅内工事に参加できない。しかし、指定電気通信事業者以外の事業者が工事を資格業者に発注しても、指定電気通信事業者の報復を恐れて、工事を受注する業者は現れない。指定電気通信事業者は、指定電気通信事業者の宅内設備の工事に着いて、資格制度を撤廃するか、あるいは大臣裁定、あるいは公的な仲裁機関により工事がほかの資格のない事業者でも指定電気通信事業者宅内電気通信工事ができるような判断が下されない限り、公正な競争条件は整備されない。
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